
事  務   連  絡  

令和２年５月 25 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 認定こども園担当課 御中 

  中 核 市 

 

内閣府子ども・子育て本部参事官付 

（認定こども園担当） 

 

 

学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル 

～「学校の新しい生活様式」～について 

 

日頃より認定こども園行政の推進に御尽力・御協力いただき大変ありがとうござい

ます。 

新型コロナウイルス感染症について、このたび、文部科学省より「学校における新

型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～

について」（令和２年５月 22日付け事務連絡）が別添のとおり発出されましたのでお

知らせします。学校における感染拡大のリスクを可能な限り低減させるため、学校の

衛生管理の観点から、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル」が作成されております（下記 URL参照）。 

つきましては、都道府県、指定都市及び中核市の認定こども園担当課におかれまし

ては、本マニュアルをご覧いただき、幼児特有の事情を考慮し、適切な対応をお願い

いたします。また、管内の認定こども園及び市町村に対して周知いただきますようお

願いいたします。 

 

記 

 

〇学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル 

～「学校の新しい生活様式」～ 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html 

 

 

                                  （本件担当） 

                                      内閣府子ども・子育て本部参事官付 

                                  （認定こども園担当） 

                                         Tel：03（6257）3095 

                                         Fax：03（3581）2521 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html


事 務 連 絡 

令和２年５月２２日 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル 

～「学校の新しい生活様式」～について 

 学校における新型コロナウイルス感染症対策等については、令和２年３月２４日に発出した「学

校再開ガイドライン」や、「教育活動の再開等に関するＱ＆Ａ」などにおいて、留意事項を示して

きたところです。 

 また、令和２年５月１日に発出した「新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に

係る学校運営上の工夫について」においては、学校における新型コロナウイルス感染症の対策に関

する懇談会の提言を踏まえ、各設置者において可能な限り感染拡大のリスクを低減させながら教育

活動を行うことに資するよう、分散登校などの学校運営上の工夫の在り方を示しました。 

 今後、学校の教育活動を再開していくにあたっては、児童生徒等及び教職員の感染リスクを可能

な限り低減することが必要です。このため、このたび文部科学省において、学校の衛生管理の観点

から、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」を作成しました。

本マニュアルを参考に、各学校において感染症対策に努めていただきますようお願いします。 

 最後に、本マニュアルは、令和２年５月時点での最新の知見に基づき作成したものですが、今後

新たな情報や知見が得られた場合には随時見直しを行うものであることを申し添えます。 

 また、本マニュアルについては、自治体の衛生主管部局にも共有いただくようお願いいたしま

す。 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（高等課程を置く専修学校を含み，大学

及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して，都道府県私立学

校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じて，その設置する学校に対して，国公立大学法人

におかれてはその設置する附属学校に対して，文部科学大臣所轄学校法人におかれてはその設置す

る学校に対して，構造改革特別区域法（平成 14年法律第 189号）第 12条第１項の認定を受けた地

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

構造改革特別区域法第 1 2 条第１項の認定を

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 

＜別添＞



方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して，厚生労働省

におかれては所管の高等課程を置く専修学校に対して周知されるようにお願いします。 

＜本件連絡先＞ 
文部科学省：０３－５２５３－４１１１（代表） 

○下記以外の保健指導・衛生管理に関すること

初等中等教育局健康教育・食育課（内２９１８・２９７６） 

○身体的距離の確保にかかる人的体制の確保に関すること

・公立学校について 初等中等教育局 財務課（内３７０４）

・私立学校について 高等教育局私学部 私学行政課（内２５３３）

・国立学校について 総合教育政策局教育人材政策課（内３４９８）

○障害のある児童生徒等に関すること

初等中等教育局 特別支援教育課（内３１９３） 

○教職員の勤務に関すること
・公立学校について 初等中等教育局 初等中等教育企画課（内２５８８）
・私立学校について 高等教育局 私学部 私学行政課（内２５３３）
・国立学校について 総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８）

○各教科の指導に関すること
・下記以外  初等中等教育局 教育課程課（内２５６５） 
・体育・保健体育 スポーツ庁 政策課（内２６７４）
・音楽・図画工作等 文化庁 参事官（芸術文化担当）（内３１６３）

○部活動に関すること
スポーツ庁 政策課（内３７７７）
文化庁 参事官（芸術文化担当）（内２８３２）

○学校給食に関すること
初等中等教育局 健康教育・食育課（内２６９４） 

○学校図書館に関すること
総合教育政策局 地域学習推進課（内３７１７） 

○幼稚園における指導に関すること

初等中等教育局 幼児教育課（内２３７６） 




